
地域密着型金融の取組（2024年度上期）
具体的内容 取組方針及び目標 具体的取組策 第上期実績 評価 改善・課題

２．要注意先のランクアップと実績公
表

１．経営改善計画進捗状況等の定
期的確認によるランクアップ

経営改善計画策定支援

外部専門家派遣を積極的に活用し、業
績改善に注力中。一部格付が向上した
先があったが、債務者区分のランクアッ
プまで至った先は無かった。

継続実施
外部専門家の積極活用

１．中小企業活性化協議会との連携
再生計画成立1件

再生計画策定中1件

事業譲渡による再生計画が成立。事業
存続と雇用の維持が図れた。

協議会機能の積極的活用を図り、
事業再生を支援していく。

2．実態に適したソリューションの提
案 外部機関を活用した

提案実施

埼玉県信用保証協会専門家派遣、埼
玉県よろず支援拠点の経営相談等を活
用した支援の実施。

本部・支店が連携して積極対応と外
部機関の活用をさらに推進。

3.中小企業の事業再生等に関する
私的整理ガイドライン等の活用 特定調停スキームによる再

生計画成立1社

事業譲渡による再生計画が成立。事業
存続と雇用の維持が図れた。
※上記1.中小企業活性化協議会との連
携によるものとは別案件

自力再生が困難な企業等に対し
て、ガイドライン等を活用した抜本再
生支援を今後も検討・実施していく。

引続き経営改善、補助金、事業承
継
等の個別経営相談を継続実施す
る。

8.取引先企業に対する経営能力向
上支援

１．各種経営相談の対応
   （目標年間50件）

１．よろず支援拠点等の外部専門家
派遣活用、契約コンサルタント活用

２．㈱未来サポ－トアスカ講師による
個別指導

外部専門家派遣
43社/78回

 内、指定専門家派遣

3社/5回

営業支援部による企業支援先・企業再生
支援先の同行訪問により保証協会専門家
派遣、よろず支援拠点を活用し、経営改善
支援、事業承継支援、補助金支援等を積
極的に取組んだ。過去最大の実績となっ
た2023年度同様、外部専門家派遣件数は
堅調に推移している。

引続き営業店の事業者支援に営業
支援部が同行訪問を行い積極的に
関与すると伴に若手職員の教育を
図る。

２．経営能力向上支援
（セミナー参加人員、年間100名以
上）

１．商工団体等との連携による経営
セミナー、個別経営相談会の開催

経営セミナ-
開催実績　1回

信和会個別経営相談
実施実績　3先8回

2024年7月10日の信和会研修旅行におい
て秩父支店取引先代表者の紹介により商
店街再生で評価の高い商店街代表理事
を講師に迎え経営セミナーを実施した。
信和会個別相談は第10期も会員全員に
個別相談の案内を発送し、堅調に推移。
10月より始まる第11期においても積極的
に実施予定。
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7.更なる成長を目指すお客様
　への支援

１．ものづくり補助金の支援 １．外部専門家の活用

２．商工団体からの紹介情報の活用

　　　外部専門家による
　　　　　　支援4先
　　　　　　採択2先

1.付加価値の高い製品提供に向け
最新設備を導入したい等の更なる
成長を目指す事業者にものづくり補助金
支援にて積極的に対応した。前年同月
比と同数の支援、採択件数は1件増加。

2024年上期は資本性劣後ローンを1社
に導入。現在1社で資本性劣後ローンを
検討中。

1.引続き更なる成長を目指すフェー
ズ
のお客様にものづくり補助金等にて
積極的に支援していく。

6.新事業の開拓を目指す
 お客様への支援

１．事業再構築補助金の支援 １．外部専門家の活用

２．商工団体からの紹介情報の活用

　　　外部専門家による
　　　　　　支援7先
　　　　　　採択6先

1.事業の発展に向け新規事業に取組む
事業者に対して積極的な支援を行っ
た。
第11回の採択率の大幅低下の影響も
あり支援件数が前年同期比6件減少し
たが、採択件数は同数となった。

1.引続き新事業の開拓を目指すお
客
様のニーズに積極的に対応する
為、
同補助金の導入支援を行っていく。

5.創業・新事業支援 １．創業･新事業先の発掘・育成
　（年間目標50件）

１．埼玉県制度融資の活用

２．日本政策金融公庫との連携及び
　協調融資の活用

３．商工団体からの紹介情報の活用

創業・新事業関連
融資取扱い

11件/47.0百万円

1.当組合の新規創業先融資の取組が
地域で一定の評価を得ていることから、
地方公共団体、地元商工団体、日本政
策金融公庫からの紹介があり、実績が
上がっている。
2.当組合の新規創業資金利用者からの
創業者紹介も実績に繋がっている。

1.引続き地方公共団体、地元商工
団体、日本政策金融公庫からの情
報を活かし創業・新事業関連融資を
推進する。
2.新規創業資金利用者への創業者
紹介依頼を引続き実施。
3.地域クラウド交流会を開催し新規
創業者の情報収集を図る。

ディスクロージャー誌に掲載

4.金融円滑化の継続推進 1.円滑化法終了後の条件緩和先の
継続対応

１．経営改善に繋がる支援強化と条
件変更の対応

貸付条件の変更受付対応
236件/1,759百万円

条件変更、借換資金等による資金繰り
支援実施

条件変更先の返済正常化に向けた
経営改善支援の強化

3．取引先企業の事業再生に向けた
取組

１．破綻懸念先等事業者への再生
支援実施

２．取組事例実績公表 １．ディスクロージャー誌による公表
継続

各種支援策実施

現在、外部専門家と連携して経営
改善計画を策定している。
引続き本部・支店が連携して積極対
応。

2.取引先企業に対する経営改善支
援

1.要注意先債権の健全債権化に向
けた取組強化

１．経営改善計画の分析と妥当性の
検証 条件変更先・業況低迷先の

資金繰り支援

燃料高騰や資材不足・高騰の影響など
の影響で業況が低迷している先に対し
ては、条件変更等により資金繰り支援
の取組を実施。

本部・支店が連携して積極対応。

1.中小・小規模事業者の資金繰支
援

１．ゼロゼロ融資利用先、原材料・
燃料等の高騰の影響により経営悪
化した取引先への支援

１．伴走支援型特別保証制度等の
取扱い

伴走支援型特別保証
制度実行

30件 388百万円

埼玉県制度資金「伴走支援型経営改善
資金」が2024年6月末に終了。6月末ま
では取扱いが堅調に推移。
今後は7月1日開始の「経営改善おうえ
ん特例」を活用していく。

取扱い多かった伴走支援型特別保
証制度が2024年6月で終了した為、
7月1日開始の「経営改善おうえん特
例」を事業者支援の観点から活用し
ていく。

2．日本政策金融公庫との連携によ
る資本制劣後ローンの活用 資本性劣後ローンの

活用実行　1件



具体的内容 取組方針及び目標 具体的取組策 実績 評価 改善・課題

５．政府系金融機関との連携 １．日本政策金融公庫との連携
２．商工組合中央金庫との連携

1.日本政策金融公庫
協調融資15件/168百万円

ステ-ジ・ワン実行
（創業5年未満対象）

2件/4百万円
2.商工組合中央金庫

シンジケートローン参加
0/0百万円

1.協調融資は、相互の情報提供により
継続的に成果があがっている。創業先
には日本政策金融公庫との協調融資
商品ステ-ジ・ワンを提案。当組合の公
庫との連携実績は公庫熊谷支店の協
調融資において管轄内の全金融機関
の中で最大の実績となっている。
2.2022年9月12日業務連携・協力に関
する覚書を締結。第1四半期は、連携実
績はなかったが、商工中金担当者との
継続的な情報交換を行っている。

1.日本政策金融公庫と連携する事
で融資及び創業者情報も多くなるこ
とから引続き積極的に公庫の地区
担当者と情報交換を行う。
2.リスク分散の観点からも大型案件
の場合は積極的に商工中金との連
携を図る。またシンジケートローンへ
の参加等でも連携を行っていく。

今後も経済情勢等に応じて、評価項
目や着眼点を随時見直し、事業性
評価の向上に努める。

３．信用リスク管理態勢の高度化 １．信用リスク計量化システムによる
信用リスク量の計測実施

四半期ごと実施

システム運用の定着化が図られた。 システムの内容を確認しながら四半
期毎に継続実施

1.研修は効果を測定しながら、職員
の能力向上に資するよう継続実施。
2.融資相談会は教育の場として有
効機能するよう改善を図る。

４．経営者保証に関するガイドライン
への対応

１．ガイドラインに基づく誠実な対応
によりお客様との継続的かつ良好な
信頼関係の構築・強化に努める

新規に無保証で
融資した件数

338件
保証契約を解除した件数

9件

審査時に「経営者保証等の必要性に関
する確認シート」を使用して経営者保証
の徴求有無の判断を実施した。

1.新規融資については経営者保証
の有無を判断し、保証を付さない融
資推進を継続実施。
2.既存の保証についても、経営実態
に応じて解除を検討。

2.目利き能力の向上・人材育成 1.企業の将来性、技術力を適確に
評価できる能力
2.融資対応レベルの向上

1.目利き能力・事業者支援能力を涵
養する為の研修実施
2.融資相談会の活用により営業店職
員の融資能力向上を図る

ソリューション研修　1回
財務分析研修　1回
外部講師招聘による
事業者支援研修　2回
保証協会勉強会　1回

融資相談会
相談：126件/ 2,713百万円

実行：42件/588百万円

1.研修体制を充実させ、事業者支援に
必要な知識・能力向上を図った。
2.融資相談会は個別事案の事前相談
的な運用になっており、事業性評価や
目利き能力向上の面では課題が残る。
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1.担保･保証に過度に依存しない融
資の徹底

１．ローンレビューの実施 １．定期的（毎月営業店）なモニタリ
ング実施による融資先の実態把握と
需資の発掘 信用リスク管理と金融円滑

化の実効性を図るためのモ
ニタリング実施
132社

事業者が持つ強み・弱みを含めた事業
実態の把握に努め、資金ニーズだけで
なく本業支援ニーズへの対応及び信用
リスク管理も図ることを目的としている
が、その目的を達成するためには一層
の実態把握を行う必要がある。

訪問や対話を通じて、事業者との相
互理解のもと経営課題の把握に努
め、支援に繋げていく。

２．事業性評価による融資取組 １．事業性評価シートを制定・活用

事業性評価による融資取り
組み実施

事業性評価シートは経済環境や中小事
業者が多く抱える課題等を含め随時見
直している。直近では、燃料・原材料高
騰による影響と価格転嫁の状況、人手
不足や後継者問題に着目した事業性
評価に努めている。



具体的内容 取組方針及び目標 具体的取組策 実績 評価 改善・課題

4.地域クラウド交流会の開催 1.7/19に第5回本庄地域クラウド交
流
　会を開催。
2.11/21に第2回深谷地域クラウド
　交流会を開催

実施回数1回

1.積極的な創業者支援と地域活性化
　を図るべく地域クラウド交流会を開
催。7/19本庄市にて第5回地域クラウド
交流会を開催。

1.創業者支援の強化の為、引続き
　積極的に同交流会を開催して
　いく。

1.HPを利用したPR、地域情報誌（埼
北よみうり）の広告、他取引先年齢
をセグメントしたＤＭ発送や戸別ポ
スティングは有効であり今後もタイ
ムリ－に実施して行く。
2.自然災害発生の際には地元FM局
（3社）を利用しPRしていきたい。

3.金融経済教育の実施 1.地元中学生・高校生を対象とした
職場体験学習の受入れ

1地元中学生・高校生へ金融機関業
務研修及び事務作業等を体験する 社会体験学習

生徒受入　4校
（受入生徒数10名）

第1四半期は受入はなかったが、7/10
から3日間皆野中学校(2名）、小鹿野中
学校（2名）、9/12から2日間上里北中学
校（3名）、美里中学校（3名）の受け入
れを実施した。

「埼北よみうり」読者からの申込み
数は把握出来ていないが一定の商
品の認知度向上効果はあるものと
思われる。

引続き地域中学校からの受入の依
頼が多い為、金融教育による金融リ
テラシーの向上や組合内での実践
体験
を通じて地域社会の社会人育成
に寄与していく。

4．多重債務者への支援 1.債務肩代わり資金支援 1.顧客の複数取引のあるローンを一
つにまとめる目的ローンの推進
保証会社付
・フリ－ロ－ンチョイス
  （オリコ）
・アクティブロ－ン
  （オリックスクレジット）
・アカンパニ－
  (ジャックス)

ピッピくんおまとめロ－ン
0件/　0百万

<参考>
フリ－ロ-ンチョイス
　93件/118百万円

アクティブロ-ン
　98件/217百万

アカンパニ－
8件/6百万

1.「ピッピくんおまとめロ－ン」のＰＲが未
だ不十分。今後更なる活用が必要。

2.融資相談会で相談する案件について
その対象がないか顧客の収入や返済
状況を把握するよう指示し実態把握に
努めた。

1.「ピッピくんおまとめロ－ン」の対象
となるニ－ズ把握を積極的に収集
する。

2.各保証会社の承認率を営業店に
周知する等により取扱件数増加を
図る。顧客の借換ニーズや返済負
担軽減のニーズに応えるため、返済
期間15年の保証付消費者ローンを
検討する。

2.生活応援キャンペーン（マイカー
ローン・教育ローンの特別金利キャ
ンペーン）等の広告宣伝 地元新聞広告

3回掲載

地元紙「埼北よみうり」に上期に広告を
3回掲載した（2024年5月、2024
年7月、2024年9月）。

10/8によろず支援拠点による事業
承継研修（第三者承継を含む）を信
和会会員及び当組合職員に対し実
施予定。
取引先を含め、より相続事業承継に
対する理解を深め、円滑な事業承
継に取組んでいく。引続き埼玉県よ
ろず支援拠点及び埼玉県事業承
継・引継ぎ支援センタ-を活用する。

2.子育て家庭への応援 子育て家庭に対する定期預金の金
利上乗せ
（1年ものスーパー定期に0.02％上
乗せ）

パパ・ママ定期
実績

34件/67百万円

前年度同月時点の実績に対し件数は
2件減少したが、金額は4百万円増加。
（前年同月時点実績36件/63百万円）
一定水準の実績が継続しており、顧客
ニーズに対応出来ている。

引続き、パパ・ママ応援ショップ加盟
店としての取扱い特典について、来
店客に目に留まるようなステッカ－
貼付及びポスタ－掲出を図る。

1.引続き営業店への紹介運動の積
極展開を周知し、実績向上を図って
いく。

２．組合内情報によるビジネスマッ
チング（年間30件）

1.Ｖネットシ－ト情報の活用

2.公的補助金等のコ－ディネイト

ビジネスマッチングニ-ズ
Ｖネットシ－ト受付　42件

マッチング成約　12件

公的補助金
相談受付件数16件

内実績：採択件数10件

1.「Ⅴネットシ－ト」の提出状況は前年
同期比プラス+30件と事業者支援の意
識向上により活性化してきている。

2.「事業再構築補助金」、「ものづくり補
助金」「小規模事業持続化補助金」の相
談を中心に顧客紹介業務契約先及び
外部専門家と連携し積極的に対応し
た。

1.提出された「Ⅴネットシ－ト」の情
報内容をＷｅｂ内のビジネスマッチン
グ管理表に掲載する他、必要に応じ
て各店にメ－ル配信し活用を促す。
2.引続き補助金申請支援に積極的
に対応する。
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1.取引先に対する情報を活用した営
業支援

１．顧客の営業ニーズへの対応
（紹介運動獲得目標：250件）
（紹介運動成約実績目標：150件）

1.情報収集の強化と提供網の増大

2.お客様ご紹介運動の展開
紹介運動獲得実績

122件

紹介成約実績
56件

1.不動産業者及び自動車販売業者、商
工団体、連携金融機関からも情報も融
資情報獲得実績として計上することと
し、積極的に当該事業者、団体、金融
機関との情報交換を行った。
更に既存取引先法人役員や個人事業
先代表者への紹介依頼を行うことによ
り成約に結びついた。

2.地域活性化につながる多様な
サービスの提供

1.コンサルティング機能の強化 ・第三者承継を含めた事業承継支援
の実施

事業承継に対する
専門家派遣先数・回数

4先・6回

事業承継、Ｍ＆Ａ情報ニーズを聞取りし
た際には、事業承継・引継ぎ支援セン
ター、よろず支援拠点を活用している。
2023年度より第三者承継により積極的
に対応すべく事業承継・引継ぎ支援セ
ンター活用の活用を開始。2024年度は
同センターと3先4回の連携を行ってい
る。

3.マイカロ－ンアシスト　3億円

しんくみ自然災害救済ローンの継続

1.特別金利キャンペーンを展開
　2023年4月3日～2024年3月31日

2.しんくみ自然災害救援ローン
　（取扱期間は定めず）

アシスト実績
61件/152百万円

自然災害救援ﾛｰﾝ
0件/0百万円

1.生活応援キャンペーンとして特別金利
キャンペーンを展開。既利用者の家族
への紹介や自動車関連業者からの顧
客紹介から成果に繋がるケースがあっ
た。
2.今年度も商品の取扱を継続している
中、営業エリア内において大きな自然
災害はなかったことから申込は無かっ
た。自然災害発生時に地域社会を支え
る為の商品としての位置付けであり、実
績には拘っていない。但し、「しんくみ自
然災害救援ローン」の取り扱いを継続
し、有事の際に地域に寄り添う信組を
目指す。


